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研究成果の概要（和文）：オゾン層と気候変動の各レジーム間の相互連関（オゾン層保護のため

に代替フロンの使用をオゾンレジームが促進したが、同物質は温室効果ガスであるため、それ

は気候変動を悪化させる影響を持つ、等）が今までどのように管理され、今後、どのような管

理オプションがあるのかの評価を行った。また、そうした複雑な相互連関に対処するための科

学アセスメントをすぐに最適な形では実施できないため、組織的学習が必要となるが、そのた

めの分析枠組みを構築した。 
 
研究成果の概要（英文）：The institutional interaction between ozone and climate regimes 
has created disruptive effects to both regimes. Such interaction is analyzed in terms 
of interplay management. Concretely, the past interplay management was described and the 
future management options were evaluated in terms of their probable effectiveness. 
Furthermore, scientific assessments that are needed to address such institutional 
interaction is difficult to implement without any organizational learning. Therefore, 
a conceptual framework of such organizational learning by scientific assessments was 
constructed. 
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１．研究開始当初の背景 
国際環境条約の数は 200 を超え、条約間の相

互連関を否が応でも分析対象としなければなら
ないことから、地球環境問題の政策研究は新し
い段階に入ったと認識しなければならない。相
互連関を考慮しなければ条約間で政策的矛盾
（複数の条約による相反する政策目的の遂行）

が生じる可能性が高い。逆に相互連関を適切に
組み入れれば相乗効果（単独の条約では得ら
れない環境改善効果）が期待できる。この相乗
効果の好例として、オゾン層破壊問題を扱うモン
トリオール議定書の締約国会合における 2007
年 9月の合意を挙げることができる。同合意はモ
ントリオール議定書で規定されているハイドロク
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ロロフルオロカーボンの全廃を前倒しするもので
あり、京都議定書よりも最大で5倍の温室効果ガ
スの削減効果を持つ可能性があることが指摘さ
れている。また、日本国内でも、環境省が中国
を含むアジアの途上国などに技術・資金を提
供し、大気汚染と地球温暖化との相互連関を
考慮した対策を同時に進める「コベネフィッ
ト（相乗便益）型」事業に乗り出す方針を固
めている。地球温暖化問題は様々な問題との
相互連関を積極的に取り込むことで地球温
暖化政策の環境改善効果と社会的受容性を
より高めることができる。 
 

２．研究の目的 
 
政策科学や国際政治学、科学技術社会学を

用いた分野横断的アプローチをとり、地球温
暖化とオゾン層破壊問題との相互連関に焦
点を当て(1) 相互連関の顕在化と条約による
対応のメカニズムを国際政治と国内政策と
二階層間の相互影響の中で明らかにし、相互
連関の顕在化と条約による対応を予測する
ための理論を構築する、(2) 相互連関に関す
る科学アセスメントの政治に対する影響力
を同定し、その要因と影響力が発動するメカ
ニズムを明らかにする、(3) 上記(1)と(2)を併
せたより包括的な相互連関に関する国際政
治と国内政策との動態予測の手法を開発す
る。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法としては、一次資料、二次資料

の文献調査、オゾンと気候変動の各レジーム
の参与観察やインタビュー調査が挙げられ
る。 
本研究では、オゾンレジームで議論されて

いる、いわゆる HFC 議定書をケーススタディ
として用いようとしたが、同議定書に関する
国際交渉が膠着状態にあるため、研究計画の
変更を余儀なくされた。 
(1)に関しては、国内における関連問題領

域のプライオリティと政策統合の度合いが、
相互連関に対する外交態度を決定するとい
う理論を構築した。しかし、政策統合の度合
いを評価するための概念枠組みが既存研究
では構築されていないことが分かったため、
同理論に用いることができる枠組みの構築
を目指した。また、外交態度の選択肢となる、
相互連関の管理に関するオプション評価も
行った。 
(2)に関しては、インタビュー調査や二次

資料で影響力の同定を行った。結論としては、
影響力はあまりなかった、ということが判明
した。このままでは、影響力の要因分析やそ
のメカニズムを明らかにすることはできな
いため、次の研究方法を採った。複雑な相互

連関の評価を行う科学アセスメントを実施
するためには、従事する研究者集団が組織学
習を経てから実施されるはずである。したが
って、その組織学習のメカニズムを明らかに
することは、相互連関を評価する科学アセス
メントの影響力行使のメカニズム解明につ
ながる。科学アセスメントによる組織学習の
概念枠組みはまだ開発途上にあるため、既存
の枠組みの改良を行い、それを各種のケース
に適用することで、その概念枠組みの妥当性
を評価する手法を採った。 
(3)上述したとおり、(1)と(2)の知見を(3)

に用いることができるような形で明らかに
することができなかったため、実施すること
が出来なかった。 
 
４．研究成果 
(1)まず、政策統合の度合いを評価するため
の概念枠組みを示す。政策統合をつぎのよう
に定義する： 
 The incorporation of the aims of 

climate change mitigation and 
adaptation into all stages of 
policy-making in other policy sectors 
complemented by an attempt to 
aggregate expected consequences for 
climate mitigation and adaptation 
into an overall evaluation of policy; 
and 

 thereby overall resulting in 
minimized contradiction between 
climate policies and other policies. 
(Mickwitz et al. 2009) 

次に、この定義に基づいた政策統合の度合い
を評価する定性的基準を下記のとおり、政策
サイクルに合わせて設定する。 
 

評価基準 政策サイクル：政策形成 
統合範囲 気候変動の緩和と適応はどの

程度、扱われているか？ 

整合性 気候変動の緩和と適応と当該
政策との矛盾に関する評価は
なされたか？その矛盾を克服
する努力はなされたか？ 

重点 気候変動と当該政策との間の
相対的なプライオリティは決
められたか？そのようなプロ
セスはあるか？ 

報告 気候変動問題がどの程度フォ
ローアップされ、報告されるの
か、そして、どの程度、政策実
施前後の評価で環境的側面が
取り入れられる、取り入れられ
たのか。 

利用可能な
資源 

気候変動に関する内部・外部の
知見、そして、その知見を入手
するための資金や人材が提供



 

 

されたか？ 
 

評価基準 政策サイクル：政策決定 

統合範囲 気候変動の緩和と適応は
どの程度、扱われている
か？ 

整合性 気候変動の緩和と適応と
当該政策との矛盾がある
か？ 

重点 気候変動と当該政策との
間の相対的なプライオリ
ティはどの程度か？ 

報告 気候変動問題が実施後に、
どの程度フォローアップ
され、報告される規定が入
っているのか？ 

利用可能な資源 － 

 

評価基準 政策サイクル：政策実施 

統合範囲 気候変動の緩和と適応は
どの程度、扱われている
か？ 

整合性 気候変動の緩和と適応と
当該政策との矛盾に関す
る評価はなされたか？そ
の矛盾を克服する努力は
なされたか？ 

重点 気候変動と当該政策との
間の相対的なプライオリ
ティはどの程度か？ 

報告 気候変動問題がどの程度
フォローアップされ、報告
されたのか。 

利用可能な資源 気候変動に関する内部・外
部の知見、そして、その知
見を入手するための資金
や人材が提供されたか？ 

 
この定性的基準の妥当性を評価するために、
現在、日本のオゾン政策への適用を行ってい
る段階である。これを最終的に、上述の理論
モデルへとつなげていく計画である。 
相互連関の管理オプションの評価に関して
は、過去の管理を分析した上で、HFC破壊 CDM
に関する今後の管理オプションの評価を行
った。 
 1989 年から 1999 年までのオゾンと気候

変動レジームとの制度的相互連関は認
識はされていたものの、そのための管理
は進展せず、むしろ、統合ではなく、フ
ロン類のうち、HFC 以外はすべてオゾン
レジームが管轄下に置くというように、
管轄の分割が行われた。 

 1998 年から 2005 年までの相互連関の管
理では、科学アセスメントを通じた協力
が推進されたが、実質的な影響力はほと

んど皆無であった。ただし、相互連関に
関する科学的知見は拡充された。 

 2003 年から 2010 年までの相互連関の管
理は主に、HFC 破壊 CDM が中心的な政策
課題である。HFC 破壊 CDM とは、オゾン
層破壊物質である HCFC-22を生成する過
程で排出される温室効果ガスの HFCを破
壊することで、温室効果ガスを削減しよ
うとする CDMプロジェクトのことを指す。
このプロジェクトは大量の安価な削減
クレジットを生み出すため、再生可能エ
ネルギーなど、持続可能な開発に貢献す
るプロジェクトをクラウド・アウトさせ
るだけでなく、HCFC-22 を HFC 破壊 CDM
のためだけに増産させるインセンティ
ブを与える危険性がある。これを抑える
ためには、HFC 破壊 CDM を不適合プロジ
ェクトとして排除する、削減クレジット
の獲得可能量を制限する、削減クレジッ
トに課税する、という選択肢があるが、
いずれも政治的に合意するには困難を
伴う。 

 総じてみれば、相互連関の管理はあまり
進んではいないものの、最初からオゾン
と気候変動レジームとの統合による管
理と比べた場合は、現在の管理のほうが
より進んでいると評価することができ
る。 

 
国際レベルと国内レベルとの関係につい

ては、気候変動レジームの有効性が、経済規
模の大きさと温室効果ガス排出量の多さを
基に分類される大国（例：米国や中国）の国
際政治経済要因に左右される点を強調した。
と同時に、オラン・ヤングのレジームの有効
性一つである、国内の再編を仲介するレジー
ム（国内の諸勢力の再編に影響を与えること
によって、政府の国際的協力行動に変化をも
たらす）として、国際合意が大国国内の政治
経済状況を変化させ、大国そのものの行動の
変容を導く可能性を示唆した点で、レジーム
の相互作用分析に関して、オゾン層レジーム
との比較的視点を提示する意義がある。また、
日本の国内政治と気候変動レジームとの間
の相互作用を分析した上で、国際的な協力体
制の弱体化や国内の政治的なリーダーシッ
プが欠如すると、産業界と経済関連の省庁が
気候変動政策の実権を握る傾向が明確化す
る。環境政策統合の視点からすれば、環境省
対経済産業省ならびに産業界との間の政策
的対立が際立ち、気候変動政策の有効性や一
貫性を欠くものになっていることが判明し
た。 
 
(2)で構築した科学アセスメントによる組織
学習の概念枠組みを下記に示す。 



 

 

図 1 科学アセスメントによる組織学習の概
念枠組み 
 
この概念枠組みは従来用いられていた新制
度主義の考え方と科学技術社会学を融合さ
せて構築したものであるという意味でも、学
術的な貢献は非常に大きいといえる。 
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